
証券コード　3956
平成27年６月10日

株 主 各 位

埼 玉 県 桶 川 市 赤 堀 一 丁 目 3 0 番 地

国 際 チ ャ ー ト 株 式 会 社
代表取締役社長 岡 本 勝 彦

第56回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第56回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご案内申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討のうえ、同封の議決

権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）

午後５時20分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 埼玉県桶川市赤堀一丁目30番地

当社本社・桶川工場　２階ホール
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第56期(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで)事業報告

及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 取締役６名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
第４号議案 監査役の報酬額改定の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正の必要が生じた場合には、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kcp.co.jp/）に掲載させてい
ただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

１．会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及びその成果

当事業年度（平成26年４月１日～平成27年３月31日）におけるわが国経

済は、一部に弱さが残るものの、消費税引き上げ後に低迷していた個人消

費が底堅い雇用・所得環境を背景に徐々に持ち直し、円安や原油安等の押

し上げ効果もあり、緩やかな回復基調が続きました。

このような状況下におきまして、当社は、積極的な新規大手顧客開拓、

既存顧客深耕、関連会社との更なる連携強化等による営業力の強化、営業

効率の向上に取り組むとともに、一層の生産効率改善・生産仕組改革、全

社的なコストの低減などに注力し、売上拡大と収益力強化に鋭意努めてま

いりました。

この結果、当事業年度の売上高は3,782百万円（前期比19.6％増）、営業

利益は71百万円（前期比26.2％減）、経常利益は78百万円（前期比22.8％

減）、当期純利益は税制改正による実効税率変更に伴う法人税等調整額を

計上したため101百万円（前期比12.2％増）となりました。

②　設備投資の状況

当事業年度において実施いたしました設備投資の総額は143百万円であ

ります。

その主なものは、生産設備投資及び情報化投資であります。

③　資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。
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⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 （単位：百万円）

区　　　　分
第 53 期

(平成24年3月期)

第 54 期

(平成25年3月期)

第 55 期

(平成26年3月期)

第 56 期

(当　期)
(平成27年3月期)

売 上 高 3,002 3,106 3,162 3,782

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）

△113 95 90 101

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

△18円86銭 15円87銭 15円07銭 16円92銭

総 資 産 2,818 3,070 3,092 3,261

純 資 産 1,118 1,196 1,269 1,456

１株当たり純資産額 186円40銭 199円38銭 211円66銭 242円81銭

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

当社の親会社は株式会社東芝（以下「東芝」）及び東芝テック株式会社

（以下「東芝テック」）であります。東芝テックは当社の株式3,396,500株

（議決権比率56.6％）を保有しております。また、東芝は東芝テックの親

会社であり、東芝テックが保有する当社の総株主等の議決権に対する所有

割合56.6％を間接保有しております。

当社は、親会社等の企業グループにおいて、ラベル紙などの紙加工事業

を担い、開発・製造・販売などの事業全般にわたり、当社主体の事業運営

を行っております。

研究開発、商品供給、営業活動など親会社等の企業グループとは広範な

事業協力関係にありますが、上場会社として、独立性を維持・確保する中

で、今後とも連携を図ってまいります。取引関係については、市場価格等

を勘案して交渉の上、一般的な取引条件に基づき決定しております。東芝

テックとの人的関係については、役員の兼任等、経営ノウハウ及び技術の

共有化等を目的として受入れを、適宜行っております。

②　重要な子会社の状況

該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

当社を取り巻く経営環境は、既存事業市場の成熟化、コスト競争力、受注

単価の厳しい事業環境などに伴い、市場競争がますます激化しております。

このような状況下におきまして、当社は、商品バリエーションの拡大、積

極的な新規大口顧客開拓・既存顧客深耕、協力会社との協働などによる営業

力の強化や営業効率の向上、更なる生産効率改善・生産仕組改革、コストの

低減、資産効率の向上などに引き続き注力してまいります。

(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

当社は、ラベル紙、産業用記録紙、医療用記録紙、記録計用各種補用品（消

耗品及び部品）、記録計用ペン、温湿度記録計、屋外検針用記録紙等の製造、

販売及び東芝テック製ラベルプリンタ機器、サプライ商品関連の販売を主た

る事業内容としております。

(6) 主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）

本　社： 埼玉県桶川市赤堀一丁目30番地
営業所： 大崎オフィス（東京都品川区）

大阪オフィス（大阪府大阪市）
九州オフィス（福岡県福岡市）

工　場： 本社工場（埼玉県桶川市）

(7) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

137（43）名 9名減（6名増） 43.5歳 19.1年

　（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員（期間社員等）は、（　）内に年間の平均人員

を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

　該当事項はありません。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の状況
　株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 20,000,000株

②　発行済株式の総数 6,000,000株 （自己株式60株を含む）

③  株     主     数 2,716名

④　大     株     主（上位10名）

株　主　名 持株数 持株比率

東 芝 テ ッ ク 株 式 会 社 3,396,500株 56.6％

国 際 チ ャ ー ト 従 業 員 持 株 会 205,300株 3.4％

横 河 電 機 株 式 会 社 183,300株 3.1％

志 村 克 己 82,100株 1.4％

楽 天 証 券 株 式 会 社 58,500株 1.0％

王 子 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 50,000株 0.8％

牧 野 正 嗣 46,500株 0.8％

マ ネ ッ ク ス 証 券 株 式 会 社 42,904株 0.7％

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 40,000株 0.7％

曽 志 崎 　 　 　 稔 32,300株 0.5％

（注）持株比率は自己株式（60株）を控除して計算しております。また、小数点第１位未満を四

捨五入によって表示しております。

３．新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
(1)　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 岡 本 勝 彦

取 締 役 曽 志 崎 　 　 　 稔 社長補佐

取 締 役 齋 藤 恒 夫 営業本部長

取 締 役 島 野 俊 介 経営管理センター長

取 締 役 田 島 典 泰
東芝テック株式会社 システムソリューション
事業本部リテールソリューション事業部長付

取 締 役 牛 込 裕 郎
東芝テック株式会社 システムソリューション
事業本部営業推進統括部グループサプライ営
業推進担当グループ長

常 勤 監 査 役 飯 島 康 弘

監 査 役 大 治 　 右
弁護士
大治法律事務所　所長

監 査 役 新 　 井 　 好 次 郎 東芝テック株式会社 財務部単独経理室長

（注）１．平成26年６月27日開催の当社第55回定時株主総会において、新たに飯島康弘氏及び新

井好次郎氏が監査役に選任され就任いたしました。

２．取締役牛込裕郎氏は、社外取締役であります。

３．監査役大治右氏及び監査役新井好次郎氏は、社外監査役であります。

４．監査役新井好次郎氏は、東芝テック株式会社の経理財務業務を長年にわたり担当し、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５．監査役大治右氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、届け出てお

ります。同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、企業法務に関する

弁護士としての経験と専門知識を有しており、法律家としての客観的立場から当社の

経営に対する適切な監督を行っており、一般株主と利益相反の生じるおそれがないも

のと判断しております。

６．平成26年６月27日開催の当社第55回定時株主総会終結の時をもって、常勤監査役羽根

田治久氏及び監査役小西智一郎氏は辞任により、退任しております。
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(2)　取締役及び監査役の報酬等の総額

取締役　　　４名　　 　　　　　　　　　　　　　　 39,739千円

監査役　　　３名（うち社外監査役１名　1,800千円） 11,890千円

　(注)１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。

２．取締役の報酬限度額は、平成19年６月22日開催の当社第48回定時株主総会にお

いて、年額１億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただい

ております。

３．取締役の支給員数は、無報酬の取締役２名を除いております。

４．監査役の報酬限度額は、平成13年６月22日開催の当社第42回定時株主総会にお

いて、月額1,500千円以内と決議いただいております。

５．監査役の支給員数は、平成26年６月27日開催の当社第55回定時株主総会終結の

時をもって退任した監査役１名を含み、無報酬の監査役１名を除いております。

６．上記報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額6,790千

円（取締役３名に対し5,710千円、監査役２名に対して1,080千円）が含まれて

おります。

７．上記報酬等の額のほか、平成26年６月27日開催の当社第55回定時株主総会の決

議に基づき、役員退職慰労金を退任監査役１名に対して2,610千円支給しており

ます。なお、この金額には当事業年度及び過年度の事業報告において開示した

役員退職慰労引当金の繰入額（2,610千円）が含まれております。

(3)　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

社外取締役牛込裕郎氏は、親会社である東芝テック株式会社のシステ
ムソリューション事業本部営業推進統括部グループサプライ営業推進担
当グループ長を、社外監査役新井好次郎氏は同社の財務部単独経理室長
を、それぞれ兼任しております。
当社は同社との間で当社が製造・販売するラベル紙等の取引がありま

す。また、同社が製造・販売するバーコードプリンタの販売代理店であ
ります。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

該当事項はありません。
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ハ．当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役 牛込裕郎

当事業年度に開催された取締役会10回のうち８回に出席いたしました。

必要に応じ、長年にわたる営業推進業務の経験から意見を述べるなど、

取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行

っております。

社外監査役 大治　右

当事業年度に開催された取締役会10回のうち全てに、監査役会13回のう

ち全てに出席いたしました。弁護士としての専門的見地から、また、東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として、取締役会において、取締

役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま

す。また、監査役会において、当社の業務執行の監査、内部監査等につ

いて適宜、必要な発言を行っております。

社外監査役新井好次郎

平成26年６月27日就任以降、当事業年度に開催された取締役会８回のう

ち７回、監査役会10回のうち全てに出席いたしました。取締役会におい

て、長年にわたる経理・財務業務の経験から意見を述べるなど、取締役

会の意思決定ならびに業務執行の妥当性・適正性を確保するための助

言・提言を行っております。また、監査役会において、当社の業務執行

の監査、内部監査等について適宜、必要な発言を行っております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項の
規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結することができる旨を定款に規定しており、当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

社外監査役大治右氏と当社との間で責任限定契約を締結しております。
なお、現時点においては、社外取締役牛込裕郎氏及び社外監査役新井

好次郎氏との間では責任限定契約は締結しておりません。

－ 8 －



５．会計監査人の状況
(1)　名称

新日本有限責任監査法人

(2)　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,936千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

26,936

 (注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

(3)　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4)　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が
あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定いたします。また、会計監査人が会社法第340
条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の
同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を
解任した旨と解任の理由を報告いたします。

（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施

行されたことに伴い、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の決定機関を、取

締役会から監査役会に変更しております。

(5)　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。
　会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項及び同第３項
に基づき、以下のとおり、内部統制システムを整備しております。

株式会社の業務の適正を確保するための体制

(1)　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

ア．取締役会は、定期的に取締役から職務執行状況の報告を受けるととも
に、必要事項について取締役に随時取締役会で報告させる。

イ．取締役会は、経営監査部門長から定期的に経営監査結果の報告を受け
る。

ウ．監査役は、定期的に取締役のヒアリングを行うとともに、経営監査部
門長から経営監査結果の報告を受ける。

エ．監査役は、「監査役に対する報告等に関する規程」に基づき、重要な
法令違反等について取締役から直ちに報告を受ける。

(2)　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ア．取締役は、「情報管理規程」、「伝達ならびに重要文書管理規程」等
に基づき、経営会議資料、起案書等重要書類、その他各種帳票類等の保
存、管理を適切に行う。

イ．取締役は、経営会議資料、起案書、計算関係書類、事業報告等の重要
情報を取締役、監査役が閲覧できるシステムを整備する。

(3)　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア．Chief Risk-Compliance Management Officer（以下、CROという。）
は、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づき、リ
スク・コンプライアンス委員会の委員長としてクライシスリスク管理に
関する施策を立案、推進する。

イ．取締役は、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基
づき、ビジネスリスク要因の継続的把握とリスクが顕在化した場合の損
失を極小化するために必要な施策を立案、推進する。

(4)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア．取締役会は、経営の基本方針を決定し、取締役が策定した中期経営計
画、年度予算を承認する。

イ．取締役会は、取締役の権限、責任の分配を適正に行い、取締役は、職
務分掌集に基づき従業員の権限、責任を明確化する。
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ウ．取締役は、各部門、各従業員の具体的目標、役割を設定する。
エ．取締役は、「取締役会規程」、「意思決定規程」等に基づき、適正な

手続に則って業務の決定を行う。
オ．取締役は、年度予算の達成フォローを行うとともに、適正な業務評価
を行う。

カ．取締役は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、経理シ
ステム等の情報処理システムを適切に運用する。

(5)　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

ア．取締役社長は、継続的な従業員教育の実施等により、全ての役員、従
業員が共有する価値観と行動規範を明確にした「東芝テックグループ経
営理念」、「国際チャート企業理念」、「東芝テックグループ行動基
準」、「国際チャート企業行動規範」を遵守させる。

イ．CROは、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づ
き、リスク・コンプライアンス委員会の委員長としてコンプライアンス
に関する施策を立案、推進する。

ウ．取締役は、内部通報制度を活用することにより、問題の早期発見と適
切な対応を行う。

(6)　株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制

ア．当社は、独立性を維持・確保する中で、親会社と適切な連携を図りな
がら、業務の適正を確保するための体制を整備する。

監査役の職務の執行のために必要なもの

(7)　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項

ア．補助すべき使用人は置いていないが、監査役との協議により監査役が
必要とする職務の補助を行う。

イ．経営監査部門は監査役との協議により監査役が要望した経営監査を
実施し、その結果を監査役に報告する。

(8)　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

ア．補助すべき使用人を置いていないため、該当しない。

(9)　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制

ア．取締役、従業員は、「監査役に対する報告等に関する規程」に基づ
き、経営、業績に影響を及ぼす重要な事項が生じたとき、監査役に対し
て都度報告を行う。
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イ．取締役社長は、監査役に対し、経営会議等重要な会議への出席の機会
を提供する。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ア．取締役社長は、定期的に監査役と情報交換を行う。
イ．取締役、従業員は、定期的な監査役の往査・ヒアリング等を通じ、職

務執行状況を監査役に報告する。
ウ．経営監査部門長は、期初に経営監査の方針、計画について監査役と事
前協議を行い、経営監査結果を監査役に都度報告する。

エ．監査役は、期初の会計監査計画、期中の会計監査の状況、期末会計監
査の結果等について会計監査人に説明、報告を行わせる。

オ．取締役は、期末決算、四半期決算について取締役会の承認等の前に監
査役に説明を行う。

カ．取締役社長は、経営監査部門長の独立性確保に留意し、経営監査部門
長の人事について、監査役に事前連絡、説明を行う。

キ．取締役は、経営監査に係る「セルフ・アセスメント・プログラム」の
実施結果を監査役に都度報告する。

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力による事業活動への関与防止及び当該勢力による
被害防止を図るため、内部統制システムの一環として、以下のとおり反社
会的勢力排除に向けた体制整備を行っております。

A.リスク評価の徹底

反社会的勢力による事業活動への関与を拒絶する旨を「グループ行動基
準」、「企業行動規範」に明記することにより、反社会的勢力に関与する
ことのリスク認識を明確にしております。

また、「グループ行動基準」、「企業行動規範」冊子の配布、同基準の
教育の継続的実施などにより、反社会的勢力との関係根絶を役員・従業員
に徹底しております。

B.統制活動の推進

反社会的勢力との接触の禁止を徹底する観点から、総務担当部署が中心
となって、反社会的勢力への対応要領の整備や役員・従業員に対する啓蒙
活動を推進しております。
また、「グループ行動基準」、「企業行動規範」に同基準違反者に対す

る懲戒規定を設け、同基準の遵守徹底を図っております。
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C.情報伝達の明確化

総務担当部署が関係情報の収集・伝達を行い、関係者への周知徹底を図
っております。
また、警察、弁護士等（以下、外部専門機関という。）との連絡窓口を

定めて情報伝達を円滑に行うことにより、反社会的勢力からの接触に適時
適切に対応できる体制を構築しております。

D.監視活動

反社会的勢力排除に向けた管理体制下で、監査役の往査・ヒアリング、
経営監査部門の内部監査などによる監視を実施しております。

E.外部との緊密な関係構築

反社会的勢力からの接触に備え、外部専門機関と適宜情報交換を行うな
ど、外部専門機関と緊密な連携関係を構築しております。

（注）上記には当事業年度中の体制を記載しておりますが、「会社法の一
部を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び「会社法施行規則
等の一部を改正する省令」（平成27年法務省令第６号）が平成27年
５月１日に施行されたことに伴い、平成27年５月29日開催の当社取
締役会の決議により内容を一部改定しております。なお、改定内容
は、当社の業務の適正を確保するための体制及び監査に関する体制
について当社の現状に則した見直し及び法令の改正に合わせて具体
的かつ明確な表現への変更をしたものであります。
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７．会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

８．剰余金の配当等の決定に関する基本方針
当社は、機動的な資本政策及び配当政策を図るため、取締役会の決議により

剰余金の配当等を決定できる旨を定款に定めております。
剰余金の配当については、中長期的な成長のための戦略的投資等を勘案しつ

つ、配当性向30％程度を目標とし、配当の継続的な増加を目指してまいります。
当期の配当金につきましては、期末配当金を１株当たり１円50銭とし、中間

配当金１株当たり１円50銭と合わせ、年間１株当たり３円の配当金とさせてい
ただきます。
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

グ ル ー プ 預 け 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

167,056

436,558

70,458

669,686

72,420

7,974

94,427

1,388

78,204

△283

1,597,891

466,638

23,944

180,593

0

28,756

881,366

3,325

1,584,623

41,856

2,694

44,551

23,398

30

704

11,250

△704

34,678

1,663,853

負 債 の 部

流 動 負 債

支 払 手 形 476,793

買 掛 金 347,781

未 払 金 80,217

未 払 費 用 46,090

未 払 法 人 税 等 3,713

繰 延 税 金 負 債 107

預 り 金 4,695

賞 与 引 当 金 30,366

設 備 関 係 支 払 手 形 31,015

そ の 他 3,644

流 動 負 債 合 計 1,024,424

固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債 236,196

退 職 給 付 引 当 金 499,055

役員退職慰労引当金 19,582

資 産 除 去 債 務 1,786

そ の 他 23,851

固 定 負 債 合 計 780,471

負 債 合 計 1,804,896

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金 376,800

資 本 剰 余 金 195,260

資 本 準 備 金 195,260

利 益 剰 余 金 882,324

利 益 準 備 金 21,920

その他利益剰余金 860,404

固定資産圧縮積立金 502,309

繰越利益剰余金 358,094

自 己 株 式 △29

株 主 資 本 合 計 1,454,354

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金 2,494

評価・換算差額等合計 2,494

純 資 産 合 計 1,456,849

資 産 合 計 3,261,745 負 債 純 資 産 合 計 3,261,745

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,782,860

売 上 原 価

商 品 及 び 製 品 期 首 た な 卸 高 52,940

当 期 製 品 製 造 原 価 2,054,153

当 期 商 品 仕 入 高 864,735

合 計 2,971,829

商 品 及 び 製 品 期 末 た な 卸 高 72,420 2,899,408

売 上 総 利 益 883,451

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 811,967

営 業 利 益 71,483

営 業 外 収 益

受 取 利 息 903

受 取 配 当 金 524

受 取 手 数 料 1,125

為 替 差 益 4,880

雑 収 入 593 8,027

営 業 外 費 用

雑 損 失 670 670

経 常 利 益 78,840

税 引 前 当 期 純 利 益 78,840

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,258

法 人 税 等 調 整 額 △28,913 △22,654

当 期 純 利 益 101,495

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株 主 資 本

合 計資本準備金
資本剰余金

合 計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合 計固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 376,800 195,260 195,260 21,920 477,566 198,796 698,283 △29 1,270,314

会計方針の変更による累積

的影響額
100,545 100,545 100,545

会計方針の変更を反映した

当期首残高
376,800 195,260 195,260 21,920 477,566 299,341 798,828 △29 1,370,859

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 27,330 △27,330 - -

固定資産圧縮積立金の取崩 △2,587 2,587 - -

剰余金の配当 △17,999 △17,999 △17,999

当期純利益 101,495 101,495 101,495

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）

当期変動額合計 - - - - 24,742 58,752 83,495 - 83,495

当期末残高 376,800 195,260 195,260 21,920 502,309 358,094 882,324 △29 1,454,354

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 △371 △371 1,269,942

会計方針の変更による累積的影響額 100,545

会計方針の変更を反映した当期首残高 △371 △371 1,370,487

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 -

固定資産圧縮積立金の取崩 -

剰余金の配当 △17,999

当期純利益 101,495

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）
2,865 2,865 2,865

当期変動額合計 2,865 2,865 86,361

当期末残高 2,494 2,494 1,456,849

 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・製品のうち量産品　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

・製品のうち非量産品、

　仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

・商品、原材料　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定額法によっております。

（リース資産を除く）　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物           　　　 ３～38年

構築物　　　　　　　　７～60年

機械及び装置   　　　 ７～10年

車両運搬具　　　　　　４～５年

工具、器具及び備品　　３～11年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法によっております。

（リース資産を除く）　　　　　なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内にお

ける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

③　リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち

当事業年度に負担すべき額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

事業年度に負担すべき額を計上しております。
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④　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく事

業年度末要支給額を計上しております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、事業年度の末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってお

ります。

２．会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第25号 平成27年３月26日）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方

法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更する

とともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づ

く割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重

平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従っており、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に

伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が100,545千円減少し、利益剰余金が100,545

千円増加しております。

なお、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

３．表示方法の変更

（貸借対照表）

前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「未収入金」（当事業年度は、73,003千

円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

該当事項はありません。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,104,203千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 729,539千円

②　短期金銭債務 34,378千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 1,688,239千円

②　仕入高 84,081千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 6,000千株 －千株 －千株 6,000千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 0千株 －千株 －千株 0千株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．平成26年４月28日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 8,999千円

・１株当たり配当額 1.5円

・基準日 平成26年３月31日

・効力発生日 平成26年６月30日

ロ．平成26年10月29日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 8,999千円

・１株当たり配当額 1.5円

・基準日 平成26年９月30日

・効力発生日 平成26年12月１日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

　平成27年６月９日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 8,999千円

・１株当たり配当額 1.5円

・基準日 平成27年３月31日

・効力発生日 平成27年６月29日

(4) 当事業年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 159,099千円

賞与引当金 9,915千円

事業構造改革費用否認 1,507千円

減損損失否認 880千円

役員退職慰労引当金 6,243千円

繰越欠損金 105,872千円

その他 7,738千円

繰延税金資産小計 291,254千円

評価性引当額 △291,254千円

繰延税金資産計 －千円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △235,125千円

その他 △1,178千円

繰延税金負債計 △236,303千円

繰延税金負債の純額 △236,303千円

（法人税等の税率の変更による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成

27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.7％に、平成28

年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、31.9％となり

ます。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は27,345

千円減少し、法人税等調整額が27,345千円増加しております。
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８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社は、必要な資金を主に東芝テックグループファイナンス制度を利用して調達し、一

時的な余資も同制度を利用することとしております。デリバティブ取引は、投機的な取引

を行わない方針です。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リス

クに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの滞留管理及び残高管理を行うと

ともに、主な取引先の債権残高を月ごとにモニタリングする体制としています。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されておりま

す。

営業債務である支払手形及び買掛金、設備関係支払手形は、そのほとんどが６ヶ月以内

の支払期日です。

また、営業債務は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に資金繰計画を

作成するなどの方法により管理しています。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

該当事項はありません。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません。

貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 167,056 167,056 －

(2）グループ預け金 436,558 436,558 －

(3）受取手形 70,458 70,458 －

(4）売掛金 669,686 669,686 －

(5）投資有価証券 23,398 23,398 －

　資産計 1,367,157 1,367,157 －

(1）支払手形 476,793 476,793 －

(2）買掛金 347,781 347,781 －

(3）設備関係支払手形 31,015 31,015 －

　負債計 855,589 855,589 －
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（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）グループ預け金、(3）受取手形、(4）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(5）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債

(1）支払手形、(2）買掛金、(3）設備関係支払手形

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

　当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

９．関連当事者との取引に関する注記

親会社

種 類 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

親会社
東芝テック
株 式 会 社

39,970

事務用機
械器具及
び電気機
械器具の
開発、製
造、販売
及び保守
サービス
事業

(被所有)
56.6
〔－〕

同 社 商 品
の 購 入 及
び 当 社 製
品 の 販 売

同社サプライ
商品及びラベ
ルプリンタ等
の 購 入

84,353 買 掛 金 26,850

当社ラベル紙
等 の 販 売

1,688,221 売 掛 金 285,742

資金の預け入れ －
グ ル ー プ
預 け 金

436,558

 (注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。また、期末残高のう

ち「買掛金」及び「売掛金」には消費税等が含まれており、「グループ預け金」には

消費税等は含まれておりません。

２．取引条件については、両者で市場動向その他を勘案して協議の上決定しております。

３．資金の預け入れについては、資金の決済が随時行われており、取引金額としての把握

が困難であるため、当事業年度末の残高のみ記載しております。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 242円81銭

(2) １株当たり当期純利益 16円92銭
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成２７年６月８日

国際チャート株式会社

 取 締 役 会 　 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士石 川 達 仁 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士南 山 智 昭 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、国際チャート株式会社の
平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第５６期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続きが実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による
計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第56期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事

業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な

ものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関

する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統

制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に

ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま

した。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等から当該内部統

制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書

について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則

第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月

28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ

て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1)　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

平成27年６月８日

国際チャート株式会社　監査役会

常勤監査役 飯 島 康 弘 

社外監査役 大 治 　 右 

社外監査役 新　井　好次郎 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役６名選任の件

取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期が満了いたします。

つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当、重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

１
お か も と 　 か つ ひ こ

岡 本 勝 彦
(昭和34年３月30日生)

昭和52年３月　(株)東芝入社

平成17年４月　東芝複写機深セン社　取締役

平成20年４月　東芝テック(株)ドキュメントシ

ステム事業本部三島事業所生産

技術部長

平成22年４月　同社生産本部生産技術部長

平成23年４月　同社生産・調達本部生産技術統

括部長

平成25年５月　当社社長付

平成25年６月　当社代表取締役社長（現任）

2,000株

２
そ し ざ き 　 　 み の る

曽志崎　　　稔
(昭和38年10月10日生)

昭和61年４月　当社入社

平成17年１月  当社執行役員技術本部記録紙技

術部長

平成18年10月　当社常務執行役員技術本部長

平成19年６月　当社取締役（現任）

　　　　　　　常務執行役員技術開発センター

長

平成20年４月  当社専務執行役員技術・市場開

発センター長

平成21年４月  当社専務執行役員技術・生産本

部長

平成23年６月　当社常務執行役員技術・生産本

部長

平成23年10月　当社常務執行役員技術開発セン

ター長

平成24年10月　当社常務執行役員技術・生産本

部長、兼同技術開発センター長

平成25年１月　当社技術・生産本部長、兼同技

術開発センター長

平成25年４月　当社社長補佐（現任）

32,300株

－ 27 －



候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当、重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

※
３

た ち ば な 　 ま さ の り

橘 　 昌 典
(昭和33年12月18日生)

昭和57年４月　東芝テック(株)入社

平成14年４月　同社流通情報システムカンパニ

ー東京支社流通第一営業部長

平成19年10月　同社流通情報システムカンパニ

ー東京支社東関東支店長

平成21年４月　同社リテールソリューション事

業本部東京支社副支社長

平成25年４月　同社システムソリューション事

業本部中部支社営業推進部長

平成27年４月　同社リテールソリューション事

業本部国内営業推進統括部オー

トIDソリューション営業推進部

専任部長（現任）

－株

※
４

あ  ら  い 　 ひ で あ き

荒 井 秀 明
(昭和32年７月27日生)

平成元年９月　東芝テック(株)入社

平成20年５月　同社税務室長

平成22年５月　テック製造(株)取締役

平成24年１月　(株)テックプレシジョン取締役

平成27年６月　同社嘱託（現任）

－株

５
た  じ  ま 　 の り や す

田 島 典 泰
(昭和32年３月14日生)

昭和54年４月　東芝テック(株)入社

平成18年10月　同社流通情報システムカンパニ

ーオートＩＤ統括部商品企画部

長

平成21年４月　同社オートＩＤ・プリンタ事業

本部経営変革統括責任者

平成22年４月　同社システムソリューション事

業本部サプライチェーンソリュ

ーション事業部商品企画部長

平成23年４月　同社システムソリューション事

業本部リテールソリューション

事業部ＡＩソリューション統括

部ＡＩ商品企画部長

平成23年６月　当社社外取締役

平成23年10月　当社取締役（現任）

　　　　　　　執行役員技術開発センター副セ

ンター長

平成24年８月　東芝テック(株)システムソリュ

ーション事業本部リテールソリ

ューション事業部長付

平成27年４月　同社リテールソリューション事

業本部商品・マーケティング統

括部長付（現任）

2,300株

－ 28 －



候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び担当、重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

６
う し ご め 　 や  す  お

牛 込 裕 郎
(昭和36年10月27日生)

昭和59年９月　東芝テック(株)入社

平成18年４月　同社流通情報システムカンパニ

ー北関東支社サプライ営業部長

平成20年４月　同社リテールソリューション事

業本部北関東支社サプライ営業

部長

平成22年４月　同社システムソリューション事

業本部北関東支社サプライ営業

部長

平成23年４月　同社システムソリューション事

業本部営業推進統括部サプライ

営業推進部長

平成25年４月　同社システムソリューション事

業本部営業推進統括部グループ

サプライ営業推進担当グループ

長

平成25年６月　当社社外取締役(現任)

平成27年４月　東芝テック(株)リテールソリュ

ーション事業本部サプライ営業

推進担当グループ長（現任）

－株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．※印は新任の取締役候補者であります。

３．候補者牛込裕郎氏は、社外取締役の候補者であります。

４．牛込裕郎氏を社外取締役候補者とした理由は、過去に会社経営に関与したことはあり

ませんが、長年培われた豊富な経験、見識等を当社の意思決定並びに業務執行の監督

等に活かしていただくためであります。

５．牛込裕郎氏は、過去５年間に当社の特定関係事業者（親会社）である東芝テック（株）

の業務執行者として上記の地位等を務めるとともに、過去２年間に同社より従業員給

与等を受けており、今後とも受ける予定であります。

　　当社は、同社との間でラベルプリンタとラベル紙等の取引関係があり、また、親会社

等の企業グループ各社と広範な事業協力関係にありますが、当社主体の事業運営体制

の下で事業を遂行するとともに、基本的には当社の経営リソースに基づいて運営して

おり、独立性は確保していると認識しております。

６．牛込裕郎氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって２年となります。

７．(株)東芝及び東芝テック(株)は現在の商号であります。
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第２号議案　監査役１名選任の件

監査役大治右氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査

役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

お お は る 　 つ よ し

大 治 　 右
(昭和12年10月22日生)

昭和49年４月　弁護士登録（現任）

昭和49年10月　大治法律事務所開設、同事務所所長

（現任）

平成７年度　　東京弁護士会監事

平成23年６月　当社監査役（現任）

－株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．候補者大治右氏は、社外監査役の候補者であります。

３．候補者大治右氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、企業法務に関す

る弁護士としての経験と専門知識を有しており、法律家としての客観的立場から当社

の経営に対する適切な監督を行っていただけるものと判断し、社外監査役の候補者と

いたしました。

４．候補者大治右氏は現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は

本総会終結の時をもって４年となります。

５．当社は候補者大治右氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。な

お、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

６．当社は候補者大治右氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立

役員とする予定であります。

第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって任期満了により退任されます取締役齋藤恒夫氏に対

し、在任中の功労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範

囲内で退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたい

と存じます。

退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

齋 藤 恒 夫 平成16年６月　当社取締役（現在に至る）

（注）当社は平成17年６月17日をもって役員退職慰労金制度を廃止いたしましたが、平成23年７

月の報酬体系の見直しに伴い、内規に基づき退任取締役に対し退職慰労金を支給すること

といたしました。なお、今回の支給対象期間（計算対象期間）は平成23年７月１日から平

成27年６月26日までであります。
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第４号議案　監査役の報酬額改定の件

現在の監査役の報酬額は、平成13年６月22日開催の第42回定時株主総会にお

いて、月額1,500千円以内とご承認いただき今日に至っておりますが、14年を経

過し、その後の経済情勢の変化及び諸般の事情を考慮いたしまして、機動的な

報酬政策を可能とするため、現行の月額による定めを年額による定めに改め、

監査役の報酬額を年額25,000千円以内と改定させていただきたいと存じます。

なお、現在の監査役は３名でありますが、第２号議案が原案どおり承認可決

されますと、監査役は３名となります。

以上
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株主総会会場ご案内図

国際チャート株式会社　本社・桶川工場２階ホール

〒363-0002　埼玉県桶川市赤堀一丁目30番地

電話　048-728-8111（代表）

至菖蒲

至熊谷 上越新幹線 至大宮

工業団地入口バス停

日立物流

タイヤタウン
桶川高校入口

至北本 至伊奈

県道川越～栗橋線

坂田至熊谷

至熊谷

国道17号線

二ッ家 市役所

中仙道

JR高崎線

至川越

至大宮

国際チャート

桶川駅

富士重工業前バス停

至大宮

本宿
多聞寺

北本駅

至東松山

＜交通ご案内＞

□ＪＲ北本駅東口下車

タクシー　所要時間約10分

□ＪＲ桶川駅東口下車

バス（菖蒲車庫行き）「工業団地入口」下車　所要時間約20分

□東北自動車道久喜ＩＣより県道「川越～栗橋線」

□首都高速５号線～国道17号線坂田交差点右折


